
令和４年度 池田市発達支援システム検討委員会次第 

 

 

                                   と き：令和４年８月２５日（木） 

                                            午後２時～ 

                                   ところ：議会会議室（市役所３階） 

 

 

案  件 

（１）令和４年度の取り組みについて 

   （資料１、添付資料１～１０） 

 

 

 

 

（２）各委員からの案件について（意見交換） 

   （資料２） 

 

 

 

 

（３）その他 
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令和４年度の取り組みについて 

■発達支援システム推進事業 

①いけだつながりシート Ikeda_s（イケダス） 

 ・７月末現在で２５５部を配布（累計4,４３８部） 

※３年度は９７２部、２年度は１７７部、元年度は９９９部。 

※「出生届時（総合窓口課）」「関係部署（発達支援課、健康増進課、教育セ

ンター、障がい福祉課、池田子ども家庭センター）」で配布。 

  

＜９月以降の取り組み予定＞ 

・公立の保育所、こども園の令和４年度入所・入園児童に配布（古江保育所、

なかよしこども園、ひかりこども園） 

 ・市立幼稚園や小中学校の教職員を対象に勉強会の機会の確保 

 ・活用機会の検討 

  ※現在の活用状況 

   ⇒特別支援保育申請（幼児保育課） 

   ⇒PT訓練、OT訓練申請（発達支援課） 

   ⇒児童発達支援センターにおける、個別支援計画作成（やまばと学園） 

   ⇒就園、就学相談（教育センター） 

 

②e-Ikeda_s（イーイケダス） 

 ・７月末現在で２２人が登録（累計1,26７人） 

※３年度は新規登録１０７人、２年度は１２４人、元年度は３０７人。 

  

③かおＴＶについて 

 かおＴＶ＝子どもが見ている世界を把握することで、子どもの社会性の発達

の一端や、子どもがどんなことに興味や関心を持っているを確認

でき、保護者や支援者が子どもに対する理解を深めることができ

るシステム。 
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  ※自閉スペクトラム症などの早期発見ツールではなく、何らかの診断に結び

付くものではない。 

  

 実施状況                     （人） 

 
１歳６か月児

健診（月 2 回） 
健診以外 合計 

令和元年度 278 21 299 

令和 2 年度 0 4 4 

令和３年度 ７１ ３ ７４ 

令和４年度 109 ３ 112 

 ※令和４年度は、７月末現在。 

  

 ＜かおTVの他自治体からの反応について＞ 

 ◎行政視察：大阪市天王寺区役所（６月２０日） 

 ◎問い合わせ：佐賀県唐津市、大阪市（西淀川区） 

 

＜９月以降の取り組みについて＞ 

９月以降も、１歳６か月児健診を中心にかおTVを実施。 
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■障がい児通所支援事業 

 元年度 

実績 

 

２年度 

実績 

３年度 

実績 

４年度 

予算 

４年度 

７月末 

児 童 発

達支援 

延人数 1,489 人 1,771 人 2,674 人 3,065 人 837 人 

給付額 95,589 千円 127,635 千円 196,476 千円 243,718 千円 72,091 千円 

医 療 型

児 童 発

達支援 

延人数 22 人 1 人 ０人 ５人 ２人 

給付額 ５８３千円 21 千円 0 千円 ５０千円 ２３千円 

放課後等

デイサー

ビス 

延人数 3,946 人 4,214 人 5,0８２人 5,513 人 1,840人 

給付額 263,029 千円 307,145 千円 332,264 千円 366,314 千円 125,814 千円 

保 育 所

等 訪 問

支援 

延人数 ９人 １６人 ６０人 １６７人 ３２人 

給付額 １６０千円 233 千円 ７７２千円 1,518 千円 ５０７千円 

利用延べ人数 5,466 人 6,002 人 7,816 人 8,750 人 2,711人 

給付金額合計 359,361 千円 435,034 千円 529,512 千円 611,600 千円 198,435 千円 

 

 ・受給者証の発行人数は４９２人（令和４年７月末現在） 

  ※３年度は４９１人、２年度は４３２人、元年度は３７２人。 

 

【通所支援施設数について】 

 Ｈ2８ Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ４ 

事業所数 10 12 17 18 20 25 30 

※いずれも各年度３月１日現在。児童発達支援センターを含まず 

              ※R4は８月１日現在。 

※３０事業所の内、児童発達支援 ２６ 放デイ ２８ 重心対応 ３ 

 

① 事業所連絡会の開催 

 ・事業所連絡会を、３年ぶりに対面形式で７月７日（木）に開催（２５事業

所、２８人が参加） 

 ・内容は、株式会社徳洋福祉会の豊中市放課後等デイサービス Ange（アン

ジュ）の管理者兼児童発達支援管理責任者の郡奈美様を招き、お話とブレ

インストーミングを実施。 

・お話では、事業所運営の傍ら事業所間での連携の強化等に尽力され、2020

年にこれまでの市主導ではなく、事業者主導で「豊中市障害児支援事業者連
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絡会」を立ち上げられたその経緯や取り組みについてお話をいただいた。 

 【豊中市での事業者連絡会の立ち上げ経緯】 

ある利用児死亡事故があり、事業所間の情報共有を図るため、府（所管）や

市へ依頼。個人情報等もあり事故に至る詳細を教えてもらうことができなか

った。また、市主導ではこまめな連絡会や研修を実施できない。事業所主導

では、主体性をもって空き状況の共有など事業所にとっての活動も自分たち

で考えてできるため。 

・ブレインストーミングでは、５グループに分かれ、「池田市の事業所連絡会

がどのようなものになればいいか」をテーマに、事業所運営の困りごと、質

の向上への課題等、抽出し、グループごとに発表していただいた。 

・抽出内容は、添付資料１のとおり。 

・アンケート内容は、添付資料２のとおり。  

 

 

 

 

 

 

 

 

② 池田市障がい児通所支援事業所支援給付金を支給 

内容は添付資料３のとおり。 

 

③ 各事業所への情報提供 

＜大阪府より＞               （添付資料４～６） 

・発達障害支援者向けセミナー（研修）⇒６月１４日情報発信 

・感染予防支援事業補助金（補助金） ⇒６月２７日情報発信 

・燃料費高騰対策支援金（支援金）  ⇒７月 ７日情報発信 
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④ 「事業所情報集」の更新や情報発信 （冊子は添付資料７） 

 

・事業所の開所時間やスタッフ、事業所の特色を掲載した「事業所情報集」 

について、各事業所へ時点修正の依頼を行い、７月更新として刷新。 

・これまでは発達支援課のみで配布していたが、今回、健康増進課や障がい 

福祉課、教育センター、公立の小中学校へ配布し、事業所の周知を行った。 

 ・市HPにも掲載アップし、利用者の選択の利便性の向上に努めた。 

 

 

＜９月以降の取り組みについて＞ 

・障がい児通所支援事業所を利用している保護者へのアンケート実施 

 （受給者証の更新案内通知のタイミングでアンケート用紙を同封） 

 ※アンケート内容は、 

  ・事業所のサービス内容について 

  ・利用前と利用後での子どもの変化について 

  ・複数の事業所を利用している場合の理由について 

 

 

■その他について（今年３月の委員会で出された課題への進捗状況） 

①障がい児通所支援事業所を利用している利用者からのどういう点が良かった

のかフィードバックされているのか？（把握内容の開示） 

把握内容の開示については、添付資料８のとおり。 

また、今後は受給者証の更新のタイミングでアンケート用紙を同封し、情報

収集を図っていきいます。 

 

②障がい児通所支援事業所の支援内容の質の向上への具体的な対策について 

各事業所では、厚生労働省が示している児童発達支援や放課後等デイサービ

スのガイドラインをもとに、事業所指定の際、都道府県（大阪府）より事業所

研修を受けているところです。ただ、このガイドラインは、障がい児への支援

の基本的事項や職員の専門性の確保等を定めたもので、支援の一定の質を担保

するための全国共通の枠組みとなっています。障がい児支援の内容については、

各事業所において理念や目標に基づく独自性や創意工夫も尊重されるものであ
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ると明記されています。 

支援内容の質については、個々の事業所の理念に基づく独自性や創意工夫が

尊重されるので、共通の具体的な対策を見出すことは難しいと考えています。

前回３月の検討委員会でご意見をいただいた「利用者の声」を収集することに

より、指導の所管である大阪府と情報共有し、事業所の指導等を通じて支援内

容の質の向上に努めていきます。 

また、事業所連絡会を通じて、様々な課題を共有し、今後のよりよい支援に

つなげていける場になるように努めていきます。 

 

③障がい児通所支援事業所の取り組み内容の市民への開示について 

取り組み内容については、各事業所の HP に掲載されているところでありま

す。市としては、事業所のPRなどを紹介する冊子を作っていますので、HPア

ドレスが掲載しているこの冊子を市民の目、特に子どもをもつ親の目に着くと

ころに置くことが、取り組み内容の開示になると考えています。今後は、QRコ

ードを添付し、容易に各事業所のHPへとぶことができるようにしていきます。 

 

④ 学校における障がい児通所支援事業所の利用状況の把握について 

令和４年７月に、市立小中学校へ「学校と事業所との連携」についてアンケ

ートを実施。「学校の立場を考えて連携してくれるところとそうでないところが

ある」「学校と連携していくというより、学校に要望するということしか感じら

れない」といった意見もある一方、「指導計画や目標の共有を４月にでき、児童

に一貫した指導ができた」「学校での児童の様子を見てもらえたので、連携がと

りやすくなった」という意見もあり、学校側、事業所側双方での個々のとらえ

方が、上手く連携のできない要因になっていると感じた。事務局としては、事

業所連絡会を通して、好事例の共有を図り、また学校側についても、好事例の

共有の場を設けられるよう努めていきます。（添付資料９） 
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⑤ 医療的ケア児支援の進捗状況について 

この４月以降、コーディネーターの選任に動いてきたところです。７月２８

日（木）に関係部局と調整し、コーディネーターの複数選任できる体制を準備

しています。候補として７人（看護師４人、相談支援専門員２人、言語聴覚士

１人）の方々をその対象者として協力いただける旨を確認したところです。９

月以降には、医療的ケア児等のための関係機関の協議の場を開き、池田保健所

による医療的ケア児の現在の状況を報告していただく予定をしておりましたが、

コロナの感染状況のひっ迫から、協議の場の開催については、当面の間、延期

とさせていただきました。 

 保育園での医療的ケア児の受入体制ですが、既存の看護師だけでなく新たな

看護師配置の予算措置を令和４年度からつけているところですが、現在、該当

者はいなく、来年度に向けての相談は２～３件入っている状況です。 

 

 

※発達支援に係る「児童福祉法等の一部を改正する法律」の概要（添付資料 10） 



添付資料１ 

「ブレーンストーミング」による主な抽出内容について 

  

【連携（情報共有）】４グループ 

・他の事業所や学校との連携 

・トラブルや事故といった困難事例の共有 

・事業所間の特色の共有（利用者のサービス要望に応え、他の事業所を紹介） 

・事業所間の交流・イベント（啓発を兼ねての開かれた事業所をめざす） 

・事業所間の利用者の情報共有（複数事業所利用者への配慮） 

・法制度に関する情報共有 

 

 

【スタッフ（育成や確保）】５グループ 

 ・外部講師を招いての合同勉強会の実施 

 ・サービスの実践に伴う研修を行ってほしい 

 ・事業所単体で行えない研修を行ってほしい 

 ・人員確保に苦慮している（児発管、保育士、送迎ドライバー等） 

 

 

【運営（悩みや要望）】４グループ 

 ・保護者への対応（進学、送迎、保護者支援等） 

 ・送迎への対応（他市にわたり、送迎に時間がとられる） 

 ・支給日数が少ない 

 ・子ども同士の相性が悪い場合の対応 

 ・スタッフ間（保育士と理学療法士）とのやり方の相違が出た場合の対応 

 ・送迎報酬（ガソリン代）をアップ 

 

 

【その他】 

 ・相談支援事業所が少ない（セルフ計画多い、保護者が動けない時誰が動くのか） 

 ・防災訓練や避難訓練の実施方法 

 ・集客 

 ・給料（体調不良で休む子どもいるため、安定した収益が得られない） 

 



添付資料２ 

事業所連絡会（7 月７日）を終えての感想について 

 

① 感想をお聞かせください。 

・対面でできたこと、みなさんの生の声を聴けたことがよかったです。 

池田市が色々事業所の意見を聴き入れてくれる体勢を持っているから招

へいできたのだと思い他市の取り組みが聞けたことがありがたかったで

す。 

・豊中市のレベルの高さに感心したのと、同じ北摂の市でも大きな違いがあ

るのだと思いました。 

・他の事業所との関係性も築けて良かった。 

・いろいろな話を聞けて良かった。 

・勉強になりました。 

・今まで他事業所との関わりは上限管理のやり取り程度でしたが、顔を見て

話しができてよかったです。 

・対面で行えてよかった。実際のお話を聞けて良かった。 

・他事業所でも同じ様な思いがあると知れただけでも参加してよかった。 

・その時その時で議題等変わり刺激的でした。 

・とても勉強になりました。 

・具体的でとてもわかりやすかったです。（連絡会立ち上げまで） 

 初めて他事業所さんとお話しさせていただくことができ、とても有意義で

した。ありがとうございます。 

・池田市の事業所間での悩みが共有できてとても安心できた。 

・他事業者との話をする機会がないため、とても有意義だと感じました。 

・同じ立場からの意見など聞けて参考になりました。 

・貴重な情報ありがとうございました。 

・他市の児童発達支援に直接携わる方にお話を聞けたことは良いのですが、

もっと時間が欲しいことと、質問コーナーがあれば尚良かったです。 

 

② 今後の連絡会に取り上げる内容で、ご意見等があればお聞かせください。 

・相談支援事業所、やまばと学園との連携 

・悩みごとの共有、 ・法改正や報酬についての勉強会 

・実施指導、    ・施設内外のリスク 
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令和４年度池田市障がい児通所支援事業所支援給付金のご案内 

 

 

Ⅰ．令和４年度池田市障がい児通所支援事業所支援給付金の概要 

 

１．趣旨 

新型コロナウイルス感染症の感染予防対策や、物価高騰に伴う負担を軽減するため、

障がい児通所支援サービスを継続して提供する市内の事業所を対象に、「令和４年度池

田市障がい児通所支援事業所支援給付金」（以下、「支援給付金」という。）を給付します。 

 

２．給付対象者 

支援給付金の給付対象者は、池田市内で事業所を運営する法人です。 

 

３．給付額 

① 児童発達支援および放課後等デイサービスを実施する事業所 100千円 

② ① に加え、保育所等訪問支援を実施する事業所 200千円 

➂ 
① のうち、重症心身障がい児を対象とする児童発達支援 

および放課後等デイサービスを実施する事業所 
200千円 

【注意】 支援給付金の給付は、１事業者につき１度となります。 

 

 

Ⅱ．対象要件 

給付の対象となる事業所は、次の３つのいずれにも該当する事業所です。 

１．池田市内で令和４年６月１日時点に運営実態のあること 

２．令和４年４月から６月までのいずれかの月に、池田市民に対してサービスの提供実績

があること 

３．申請日以降も引き続きサービス提供を行う予定であること 

 

 

Ⅲ.申請手続き 

 

１．申請期間 

令和４年６月 10日（金）から令和４年９月９日（金）（当日消印有効）まで 

【注意】支援給付金の申請は、郵送または持参により行ってください。審査後、支援給付金の支援

給付金給付決定通知書または支援給付金不給付決定通知書を発送します。 

 

２．申請方法 

必要事項を記入して押印した「池田市障がい児通所事業所支援給付金給付申請書兼
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請求書」（様式第１号）のほか、申請に必要な書類（４ページ以降参照）を全て揃えて、郵

送または持参により下記までご提出ください。 

 

【申請書類の宛先】  〒563－8666 池田市城南１丁目１番１号  

 池田市 子ども・健康部 発達支援課 障がい児通所支援事業所支援給付金担当 宛 

 

《申請書類に不足・不備があった場合》 

申請書類に不足や記載漏れ等の不備があった場合は、発達支援課から連絡しますの

で、追加で依頼した書類や不備を修正した書類を、郵便または持参によりご提出くださ

い。郵便の場合、郵便物の表面に「不足（修正）書類在中」と大きく朱書きで記載してくだ

さい。 

【注意】申請書類が全て確認できた後、審査を行います。 

 

 

Ⅳ．支援給付金の給付 

 

支援給付金の給付の決定、通知 

（１）審査の結果、支援給付金を給付する決定をした時は、支援給付金給付決定通知書を

送付し、その後、申請書に記入いただいた金融機関口座に支援給付金を振り込みます。 

(2)審査の結果、本支援給付金を給付しない旨の決定をした時は、支援給付金不給付決

定通知書を送付します。 

 

 

Ⅴ．支援給付金の使途 

 

１．障がい児通所支援サービスを提供するために、必要な経費（新型コロナウイルス感染

症対策経費等） 

   例）衛生用品、消毒費用、自主 PCR 検査費用、新型コロナウイルス感染症による追加

的人件費等 

２．他の補助金等の対象となる経費と重複していないこと 

３．利用者等が自己負担する経費でないこと 

４．消費税還付が発生する可能性のある場合は、消費税額を経費としないこと 

５．令和４年６月７日から令和５年３月３１日までに納品・支払い等していること 

 

 

Ⅵ．その他 

 

１．支援給付金の給付の決定後、対象要件に該当しない事実や不正等が発覚した時は、
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池田市は、支援給付金の給付決定を取り消し、支援給付金の返還を請求します。 

 

２．支援給付金の執行の適正を期するため、市が給付対象の事業所に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問若しくは必要な指示をすることがあり

ます。 

 

３．支援給付金に係る収入および支出に関する帳簿並びに証拠書類を常に整備してお

き、市から帳簿等の提出の指示があったときは、当該帳簿等を速やかに提出してくだ

さい。 

 

４．支援給付金に係る収入および支出に関する書類および帳簿等は、当該給付が行われ

た年度の翌年度から起算して５年間の保存が必要です。 

 

５．審査後は、提出された書類は一切返却しません。 

 

 

Ⅶ．問合せ先 

支援給付金の申請等に関するお問合せ先は、次のとおりです。 

 

池田市 子ども・健康部 発達支援課 

午前８時４５分から午後５時１５分まで 

（土・日・祝日・年末年始を除く毎日） 

〔 電 話 番 号 〕 ０７２－７５４－６102（直通） 

 

  



添付資料３ 

4 
 

Ⅷ．池田市障がい児通所支援事業所支援給付金の主な流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

法人 

＊対象となる障がい児通所支援サービス事業所を運営している 

■ 必要な書類を添付し、郵送または持参にて提出 

① 「令和４年度池田市障がい児通所事業所支援給付金給付申請書兼請求書」

（様式第１号） 

※ 振込口座について、通帳等を確認のうえ、記入誤りのないように、ご注意

ください。 

②  同 別紙 

（※ 必要に応じて、サービスの提供実績がわかる書類） 

申請書類の審査 

■ 支援給付金の給付 

「池田市子ども・健康部発達支援課」より、支援給付金給付決定通知書を送付し、

申し出いただいた金融機関口座に振り込み 

■ 支援給付金の不給付 

  「池田市子ども・健康部発達支援課」より、支援給付金不給付決定通知書を送付 

６月１０日(金)から ９月９日(金)まで （郵送の場合、当日消印有効） 

支援給付金の給付・不給付の決定 
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障 地 第 1 6 3 5 号 

令和４年６月 14 日 

 

大阪府発達障がい児者支援施策 

庁内推進会議 構成員 各位 

 

 

障 が い 福 祉 室

障がい福祉室地域生活支援課長 

  （大阪府発達障がい児者支援施策庁内推進会議 座長） 

 

 

 

令和４年度 第１回 発達障害支援者向けセミナーにかかる周知依頼について 

 

 

 日ごろから、大阪府の障がい福祉行政の推進にご理解とご協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

このたび、国立障害者リハビリテーションセンターより、別添の通り標記研修にかかる開催通知

がありました。 

つきましては、貴所属職員のご参加及び関係機関へのご周知につきまして、お取り計らいいただ

きますよう、よろしくお願いいたします。 

 

＜お問い合わせ先＞ 

大阪府福祉部 障がい福祉室 地域生活支援課 

発達障がい児者支援グループ 

担 当：越後・薮内 

電 話：06-6941-0351 内線 6689 

ＦＡＸ：06-6944-2237 



「発達障害のある子とその家族を支援するプログラム

～ペアレント・トレーニングの地域普及をめざして～」シリーズ 第 2 弾

子どもの発達を支える効果的な対応
～ペアレント・トレーニングのスキルを教育・保育現場に活かす～

令和4年度 発達障害支援者向けセミナー

日時
2022年

７月２３日(土）１３：００～１６：３０
参加費 無料
定 員 1,000名 ※後日、オンデマンド配信あり（予定）

参加資格 教育・保育・福祉等の支援現場で、発達障害のある子どもの支援に従事する
方で、オンライン方式(Cisco Webex)での研修受講が可能な方

【申込方法】
○発達障害情報・支援センターホームページ（http://www.rehab.go.jp/ddis/）
または右のQRコードの申込フォームよりお申し込みください。

○上記以外の申込方法を希望される方は、下記【お問合せ】先にご連絡ください。

【応募締切】 令和４年７月１４日（木）１７時まで
＊お申し込み受付後、研修URLや資料などについて別途メールで連絡します。

【お問合せ】
国立障害者リハビリテーションセンター 企画・情報部
発達障害情報・支援センター 担当：渡邉・坂元
TEL : 04-2995-3100（内線 2591、2593） Mail : hattatu-seminar@rehab.go.jp

主催：国立障害者リハビリテーションセンター発達障害情報・支援センター、厚生労働省、心身障害児総合医療療育センター
後援：文部科学省(予定)、発達障害者支援センター全国連絡協議会、日本発達障害ネットワーク、全国児童発達支援協議会

本研修は、心理教育と行動療法を主体としたペアレント・トレーニングの技法を、教育、
保育、福祉等で発達障害のある子どもの支援に従事する方が、実際の支援現場で活用で
きるよう、実践的な知識を学べる内容としました。

＜研修プログラム＞
12:30～ WEB入室開始

13:00～ 開会のあいさつ

13:05～13:25 講義１ ペアレント・トレーニングとは
【講師】 河内 美恵 （国立障害者リハビリテーションセンター）

13:25～14:25 講義２ ペアレント・トレーニングの実際➀
～「子どもの行動を理解する」「不適切な行動が起こる前の工夫」～

【講師】 石坂 務 （発達障害情報・支援センター）

休憩（10分）

14:35～16:20 講義３ ペアレント・トレーニングの実際②
～「行動を3つに分ける」「肯定的注目を与える（ほめる）」

「戦略的な無視（見逃し）の仕方」「効果的な指示の出し方」～

【講師】 河内 美恵 （国立障害者リハビリテーションセンター）

16:20～ 閉会のあいさつ

https://1.bp.blogspot.com/-ohgZz4j_MJc/XexquOvM7PI/AAAAAAABWiM/aWZVrLIsTGMaphPPgYI0EaEKUgukKemJQCNcBGAsYHQ/s1600/medical_jijo_group_smile.png
http://www.rehab.go.jp/ddis/
mailto:hattatu-seminar@rehab.go.jp


添付資料５ 

     障 生 第 １３２８号 

令和４年６月２７日 

 

各事業所・施設等管理者 様 

 

大阪府福祉部障がい福祉室生活基盤推進課長 

 

 

大阪府新型コロナウイルス感染症に係る障がい福祉サービス事業所・施設等における 

感染予防支援事業補助金の申請受付開始について 

 

 日ごろから本府福祉行政の推進にご協力をいただき、ありがとうございます。 

 本府におきましては、次の感染拡大に備えた障がい福祉サービス事業所・施設等における感染対策の

強化のため、「大阪府新型コロナウイルス感染症に係る障がい福祉サービス事業所・施設等における感

染予防支援事業」として、令和４年５月 1 日から令和４年 7 月 31 日までに購入した感染予防に要

する衛生用品及び備品の購入費用について支援することといたしました。 

 つきましては、令和４年６月 27 日（月曜日）より申請受付を開始しますのでお知らせいたします。 

 

記 

1． 申請期間 

 令和４年６月 27 日（月曜日）～令和４年８月 31 日（水曜日） 

 

2． 補助対象経費 

令和４年 5 月 1 日から令和４年 7 月 31 日までに購入した、 

衛生用品 マスク、消毒液、個人防護具(※1)、抗原定性検査キット、使い捨て食器、 

ドライシャンプー、石鹸、ハンドソープ、ペーパータオル、清拭クロス、キッチンペーパー、 

除菌シート、ウェットティッシュ 

(※1)手袋、ガウン、フェイスシールド、キャップ、エプロン、ゴーグル、防護服、 

シューズカバー 

備品 パーテーション、パルスオキシメーター、空気清浄機、CO2 センサー、ポータブルトイレ 

 

3． 補助上限額 

サービス種別ごとに補助上限額が異なります。詳細は下記大阪府ホームページをご覧ください。 

https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/jiritu_top/kannsennbousi_syoug.html 

 

  

https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/jiritu_top/kannsennbousi_syoug.html
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4． 申請方法 

別添の申請手順をご参照のうえ、「大阪府行政オンラインシステム」よりご申請ください。 

 

5． その他 

上記補助対象となった経費の領収書・レシート等は、各事業所・施設等で保管し、必要に応じ

て提出できるようにしておいてください。 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

<感染予防支援事業補助金に関すること> 

大阪府 障がい 支援補助金コールセンター 

（平日９：３０～１７：００） 

電話：０６ー６９４４ー７２４３ 

 



別記 

補助金の補助事業、補助対象事業所、対象経費及び補助額等 

 

感染予防対策を継続的に行うための衛生用品等を購入した障がい福祉サービス事業所・施設等に対し

て必要な経費の支援を行う。（政令市、中核市に所在地のある事業所等を含む） 

 

１． 対象となる事業所・施設 

１．対象事業所・施設等（※１、２） ２．基準単価(千円) ３．単位 ４．補助対象額 ５．補助率 

 

療養介護（※３） 

 

40人以下 20 事業所 

補助対象経費

（2.のとおり）の

実支出額から寄

附金その他の収

入額を控除した

額） 

 

予算の範囲内で別

に定める 

 

 

41人～60人 30 事業所 

61人以上 40 事業所 

生活介護 14 事業所 

自立訓練（機能訓練） 7 事業所 

自立訓練（生活訓練） 7 事業所 

就労移行支援 7 事業所 

就労継続支援Ａ型 7 事業所 

就労継続支援Ｂ型 7 事業所 

就労定着支援 3 事業所 

自立生活援助 3 事業所 

児童発達支援 7 事業所 

医療型児童発達支援 7 事業所 

放課後等デイサービス 7 事業所 

短期入所（※５） 7 事業所 

 

施設入所支援（※３、５） 

40人以下 20 事業所 

41人～60人 30 事業所 

61人以上 40 事業所 

共同生活援助(介護サービス包括型)（※５） 7 事業所 

共同生活援助(日中サービス支援型)（※５） 7 事業所 

共同生活援助(外部サービス利用型)（※５） 7 事業所 

福祉型障がい児 

入所施設（※３、５） 

40人以下 20 事業所 

41人～60人 30 事業所 

61人以上 40 事業所 

医療型障がい児 

入所施設（※３、５） 

40人以下 20 事業所 

41人～60人 30 事業所 

61人以上 40 事業所 

居宅介護 3 事業所 

重度訪問介護 3 事業所 

同行援護 3 事業所 

行動援護 3 事業所 

居宅訪問型児童発達支援 3 事業所 

保育所等訪問支援 3 事業所 

計画相談支援 3 事業所 

地域移行支援 3 事業所 

地域定着支援 3 事業所 

障がい児相談支援 3 事業所 

 



※１ 事業所等については、令和４年５月１日から同年７月３１日までの間に指定を受けている事業所等

とし、休業中のものを含む。 

※２ 多機能型事業所を含め、複数サービスを実施している事業所は、該当するそれぞれのサービスに

ついて基準単価まで助成することができる。 

※３ 療養介護、施設入所支援、福祉型障がい児入所施設及び医療型障がい児入所施設の定員につい

ては、助成の申請時点で判断する。 

※４ 以下に掲げる事業所等であって、令和４年度介護サービス事業所・施設等における感染予防支援

事業の補助金交付を受ける場合は、本事業の対象としない。 

・療養介護、同行援護（基準該当含む）、自立訓練（生活訓練）（共生型・基準該当）、医療型児童発達

支援、行動援護（基準該当含む）、児童発達支援（共生型・基準該当）、医療型障害児入所施設、生活

介護（共生型・基準該当）、放課後等デイサービス（共生型・基準該当）、居宅介護（共生型・基準該当

含む）、短期入所（共生型・基準該当）、重度訪問介護（共生型・基準該当含む）、自立訓練（機能訓

練）（共生型・基準該当） 

※５ 短期入所、施設入所支援、共同生活援助（介護サービス包括型、日中サービス支援型、外部サービ

ス利用型）、福祉型障がい児入所施設及び医療型障がい児入所施設が、ポータブルトイレを購入し

た場合は、購入に要した実支出額の1,000円未満の端数を切り捨てた額と15,000円とを比較

して少ない方の額を２．基準単価に加算し、補助上限額とする。 

 
２．対象経費 

   令和４年５月１日から７月３１日までの以下の衛生用品及び備品の購入費用 

    

   衛生用品：マスク、消毒液、個人防護具、抗原定性検査キット等 

   備品：パーテーション、パルスオキシメーター、空気清浄機、CO2センサー、ポータブルトイレ 
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障 生 第 1 3 7 5 号 

令 和 4 年 7 月 7 日 

 

各事業所・施設管理者 様 

 

大 阪 府 福 祉 部 長 

 

 

大阪府障がい福祉サービス事業所燃料費高騰対策支援金の申請受付の開始について 

 

日ごろから本府福祉行政の推進にご協力をいただき、ありがとうございます。 

 本府におきましては、コロナ禍において物価高騰の影響を受ける事業所等において、特に影

響が大きいガソリン代について、施設の性質上、日々車両にて利用者の送迎等が基本業務とな

る通所系、訪問系等の障がい福祉サービス事業者の負担軽減のため、ガソリン代の高騰分見合

いに対して支援を実施することといたしました。 

つきましては、下記の内容をご確認いただき申請をお願いいたします。 

 なお、申請書類、手続方法等の詳細については、大阪府ホームページにてお知らせいたします

（令和４年７月８日（金）９時予定）のでご確認ください。 

 

記 

 

１．申請期間 

   令和４年７月８日（金曜日）～令和４年７月 31 日（日曜日） 

 

２．対象事業所 

【通所系等】 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労

継続支援(A 型)、就労継続支援(B 型)、就労定着支援、自立生活援助、児童発達支援、医

療型児童発達支援、放課後等デイサービス、短期入所 

【訪問系等】 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問

支援、相談支援（地域移行）、相談支援（地域定着）、相談支援（計画相談）、相談支援（障

がい児相談） 

 

３．支給対象（通所系、訪問系等の障がい福祉サービス事業所のうち、以下の項目に該当。） 

〇大阪府内において、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成 17 年法律第 123 号）及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に規定する   

障がい福祉サービス（以下「サービス」という。）を提供している事業所（上記２のと

おり）を運営する法人又は開設者であること。 
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〇令和４年４月１日から同年６月３０日までの間（以下、「対象期間」という。）、利用者

の送迎、利用者宅への送迎を実施し、サービスを提供していること。ただし、対象期間

において、新規に指定を受けた事業者及び休止していたサービスの提供を再開した事

業者についても支給対象とする。ただし、以下の１～３のいずれかに該当すること。 

    1.令和４年４月１日以前に指定、４月中に新規指定もしくは休止から再開した場合 

    ・４～６月の間、ひと月の半分以上（※）についてサービスを提供。 

    ・かつ、３か月継続してサービスを提供し、その提供にあたり申請する自動車等を 

      使用している。 

    ２.令和４年５月中に新規指定、もしくは休止から再開した場合  

   ・５～６月の間、ひと月の半分以上（※）についてサービスを提供。 

   ・かつ、２か月継続してサービスを提供し、その提供にあたり申請する自動車等を 

使用している。 

    ３.令和４年６月中に新規指定、もしくは休止から再開した場合  

   ・ひと月の半分以上（※）サービスを提供し、その提供にあたり申請する自動車等を 

 使用している。 

      （※：指定日（休止から再開した日を含む。）の属する月は、指定日から当該月の 

末日までの間の半分以上とする。）  

 

〇令和４年７月１日において、事業所として指定され、上記２に掲げるサービスを提供し

ていること。 

 

〇事業者がサービスを提供するにあたって、対象期間に事業者が所有する自動車等を使

用し、当該自動車等に使用したガソリン及び軽油にかかる費用を事業者が負担してい

ること。  

 

３．支援金支給額 

   サービス種別ごとの支援金支給額については下記ホームページをご覧ください。 

 

４．大阪府ホームページ 

https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/jiritu_top/nenryouhisienkin.html 

 

問い合わせ先 

<燃料費高騰対策支援金に関すること> 

大阪府 障がい 支援補助金コールセンター 

（平日９：３０～１７：００） 

電話：０６ー６９４４ー７２４３ 

 

https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/jiritu_top/nenryouhisienkin.html


別表 

支給の対象 支給額 

（通所系等） 

療養介護 

生活介護 

自立訓練（機能訓練、生活訓練） 

就労移行支援 

就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 

就労定着支援 

自立生活援助 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

短期入所 

自動車 1台当たり 

6,300円 

 

自動二輪車及び 

原動機付き自転車 

１台当たり 

1,200円 

（訪問系等） 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

居宅訪問型児童発達支援 

保育所等訪問支援 

相談支援 

（地域移行、地域定着、計画相談、障がい児相談） 

自動車１台当たり 

 3,600円 

 

自動二輪車及び 

原動機付き自転車 

１台当たり 

1,200円 

 










































































